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平成 24 年６月 28 日 

 

各   位 
 

会 社 名  花 月 園 観 光 株 式 会 社 
代表者名  代表取締役社長  松 尾 嘉之輔 
（コード番号  9674  東証第 2部） 

問合せ先  総 務 部 長  堤    道  雄 
（T E L  0 4 5 － 2 2 8 － 8 8 6 0） 

 

 

支配株主等に関する事項について 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 （平成 24 年３月 31 日現在） 

議決権所有割合（％） 
名 称 属  性 

直接所有分 合算対象分 計 

発行する株券が上場されている 

金融商品取引所等 

株式会社東京ドーム 
そ の 他 の

関 係 会 社 
２４.０７ １.７２ ２５.７９ 東京証券取引所 市場第１部 

株式会社松尾工務店 
そ の 他 の

関 係 会 社 
２０.３２ １.４３ ２１.７５ なし 

 

２．親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由 

当社に与える影響が最も大きいと認められる会社は、株式会社東京ドームであり、その理由は

議決権をより多く有しているためであります。 

 

３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

①親会社等の企業グループにおける当社の位置付け、取引関係や人的・資本的関係 

 ・株式会社東京ドームは当社議決権の 25.79％（内間接所有 1.72）を所有し、当社を持分法適用関

連会社と位置付けており、また、株式会社松尾工務店は当社議決権の 21.75％（内間接所有 1.43%）

を所有しております。 

・当社と株式会社東京ドームの連結子会社である松戸公産株式会社とは、サテライト（競輪専用

場外車券売場）の施設賃貸業において競合関係にありますが、事業領域が異なっております。 

・当社と株式会社松尾工務店の子会社である株式会社アーキテクトエムがその全株式を所有する

（平成 23 年 11 月７日付をもって当社より譲受）株式会社サテライト横浜とは、サテライト（競

輪専用場外車券売場）の施設賃貸業において競合関係にありますが、事業領域が異なっており、

また、当社は株式会社サテライト横浜から、当サテライトの運営を委託されております。 

・株式会社東京ドームとの間には取引関係がなく、また、株式会社松尾工務店との間には、継続

的な取引はありませんが、不動産売買及び建築工事の取引関係が発生いたします。 
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・人的関係については、経営情報の交換等を行なうため、株式会社東京ドームの連結子会社であ

る松戸公産株式会社の取締役１名が代表取締役副社長に、また、当社の経営について適切な意見

及び助言を得るため、株式会社松尾工務店の取締役２名が社外取締役及び社外監査役に各１名就

任しております。 

 

（役員の兼務状況）                                         （平成 24 年６月 28 日現在） 

役    職 氏  名 親会社等・グループ企業での役職 就  任  理  由 

代表取締役 

副 社 長 
倉橋   茂 松戸公産㈱取締役 

業務執行取締役として当社 

から就任を依頼 

非常勤取締役 松尾 文明 ㈱松尾工務店代表取締役社長 
社外取締役として当社から 

就任を依頼 

非常勤監査役 新村 和弘 
㈱松尾工務店 

取締役企画開発副本部長 

社外監査役として当社から 

就任を依頼 

 

②親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット 

当社の事業活動を行う上での、親会社等からの事業上の制約はありません。 

 

③親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 

当社と親会社等の企業グループとは、互いに独立した会社であることを基本的な考え方として

おり、また取引条件もグループ外企業と同様のものとなっております。 

 

④親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

当社と親会社等の企業グループとは事業の棲み分けがなされており、また親会社等兼任役員の

就任状況は、１名を除き業務執行を監督・監査する立場にあり実際の業務執行を行わないことか

ら、独自の経営判断を妨げるほどのものではなく、一定の独立性が確保されていると考えており

ます。 

 

４．支配株主等との取引に関する事項 

  平成 24 年５月 15 日発表の平成 24 年３月期決算短信「関連当事者情報」をご参照下さい。 

 

５．支配株主等との取引を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

  当社は、その他の関係会社との取引においても市場価格等を十分に勘案し、一般取引と同様、  

公正かつ適切に行っております。 

以  上 


